<Report of Résumé and Comments on Doctoral Dissertation> Problems of Intellectual Property Taxation : A Comparative Analysis of Japanese and U. S. Tax Law by 谷口 智紀
《博士論文要旨および審査報告》
──学位請求論文──
谷口智紀 知的財産権取引と課税問題
──アメリカ租税法との比較法研究を中心に──
I 論文要旨
法学研究科博士後期課程 谷 口 智 紀
 本論文の目的
オンライン株式取引，金融商品取引，デリバティブ取引，電子商取引などに代
表されるように，私的経済取引はめざましい発展を遂げるとともに，多様化・複
雑化している。これらの多様化する取引に対処する法整備の必要性が，租税法領
域に限らず，多くの法領域で求められている。最近のその顕著な例として，外国
為替証拠金取引（Foreign Exchange Trade（FX trade））をあげることができよう。
他の資産取引と異なる特徴を有する知的財産権取引も例外ではない。知的財産
権取引の取引対象である知的財産権は可視的に把握できない。誰が知的財産権の
所有者か（知的財産権の帰属）を明らかにするうえで，可視的に把握できない知
的財産権を適切に把握することは難しい。また，最近の知的財産権取引の増加の
主たる理由は，知的財産権が莫大な価値を有する可能性を秘めるという，その財
産的価値にある。知的財産権の財産的価値はそれ自体のユニークさ（固有性）に
基因する。そうすると，知的財産権の画一的な評価方法を構築しても，その評価
方法を用いて，知的財産権の固有性を踏まえた財産的価値を評価することは困難
を極める。
もっとも，知的財産権に内在する特有の問題があることは，課税の可否に影響
を及ぼすことはない。担税力に応じた課税を実現するには，複雑な知的財産権取
引についても，当該取引の契約解釈を行い，取引対象である知的財産権の法的性
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質，対価の法的性質などを適切に捉えて課税すべきである。知的財産権取引につ
いても，原則として，他の資産取引と同様に課税すべきである。例外的に，知的
財産権取引に関する課税上の取扱い規定がある場合にのみ，異なる取扱いを許容
すべきである。
しかし，実際には，前述した知的財産権の特徴に基因して，知的財産権取引を
めぐる様々な課税問題が生じる。例えば，特許法は，特許権の経済的利用方法と
して，移転，通常実施権の設定，専用実施権の実施行為等を認めている。納税者
（個人）が特許権移転取引を行った場合には，移転取引によって生じる利得は，
所得税法の規定する10種類の所得区分のうち，どの所得区分に分類して課税すべ
きであろうか。所得区分は納税者の租税負担の多寡に直接影響を与えるから，租
税法実務上で，知的財産権取引に係る所得区分の問題が生じることが予想される。
所得区分の問題では，租税法規定の解釈を検討するだけでなく，私的経済取引を
第一次的に規律している私法（知的財産法）上の議論を参考にしつつ，当該移転
取引の私法上の法律構成（契約解釈）を検討しなければならない。
本論文の目的は，最近注目を集める知的財産権取引をめぐる課税問題について，
租税法実務上で生じた紛争事例及び今後紛争が生じると予想されるいくつかの問
題を明らかにした上で，比較法研究のアプローチ，とりわけアメリカ租税法との
比較法研究から示唆を得て，問題解決手法を提示することにある。
租税法の基本原則の一つである租税法律主義の機能は，租税行政庁の恣意的課
税の排除と，納税者の租税負担の予測可能性の確保及び租税法律関係における法
的安定性の確保を掲げている。知的財産権の特殊性を考慮しつつも，租税法の原
理原則を尊重して知的財産権取引をめぐる課税問題の解決を図ることで，租税行
政庁の恣意的課税が排除され，納税者の予測可能性と法的安定性は確保される。
筆者の問題意識はこの点に凝縮される。
本論文では，アメリカ租税法との比較法研究を通して知的財産権取引をめぐる
課税問題を検討する中で，租税法の基本原則である租税公平主義と租税法律主義
の視点からの検証を行う。
 本論文の構成
本論文の構成は以下のとおりである。
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序論 本論文の目的と構成
第部 我が国の知的財産権取引に対する課税の現状と問題点
第章 知的財産権取引をめぐる課税問題──研究序説
第章 我が国における知的財産権の譲渡に対する課税の現状
第章 知的財産権取引をめぐる課税上の問題の実際Ⅰ──所得税
〜職務発明報償和解金に係る所得区分の問題〜
第章 知的財産権取引をめぐる課税上の問題の実際Ⅱ──法人税
〜ソフトウェアの著作権の帰属とその判断基準〜
第部 知的財産権取引をめぐる課税問題とアメリカ租税法
第章 内国歳入法典の関連規定の構造
第章 アメリカ合衆国における所得の実現要件
〜所得の「実現」と「認識」の関係〜
第章 特許権移転取引の譲渡所得該当性の判断の法構造をめぐる日米比較
〜所得税法33条と内国歳入法典1235条の比較法検討を中心に〜
第	章 アメリカ合衆国における知的財産権の開発，取得，移転の
租税法適用上の問題〜Equityの観点からの検討〜
終章 結びに代えて
 本論文の結論
本論文では，第部において，我が国の知的財産権取引に対する課税の現状と
問題点を検討した。
第章では，我が国の知的財産権取引をめぐって，いかなる課税問題が生じる
かを検討した。租税法の適用は，まず私法上の法律構成を行い，その法律関係を
前提に課税要件規定に当てはめることで行われる。多くの知的財産権取引をめぐ
る課税問題は，租税法規定の解釈・適用の段階でなく，私法上の法律構成の段階
で生じる。具体的には，知的財産権取引の私法上の法律構成の段階で，知的財産
権取引の特殊性に基因して，①租税法と私法の関係をめぐる問題，②知的財産権
の帰属をめぐる問題，③知的財産権の評価をめぐる問題が生じることを明らかに
した。
第章では，我が国の知的財産権に対する課税の現状を整理するために，譲渡
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所得課税をめぐる基本的問題である，①所得税法33条にいう「資産の譲渡」の範
囲（譲渡所得該当性），②「取得費」の範囲，③「譲渡費用」の範囲を検討する
とともに，譲渡所得課税をめぐる個別的問題である，④課税繰延の問題，⑤譲渡
損失の問題を検討した。
我が国では，知的財産権の譲渡に関する課税上の取扱い規定はほとんど存在し
ないから，知的財産権の譲渡は他の資産の譲渡と同様に取扱われる。我が国の知
的財産権取引に対する譲渡所得課税では，知的財産権取引が所得税法33条にいう
「資産の譲渡」に含まれるか否かなど，多くの課税問題が生じる可能性があるこ
とを明らかにした。その上で，知的財産権の特殊性に基因して課税問題が生じた
場合には，租税法規定の解釈の問題ではなく，私法上の法律構成の問題であると
指摘した。知的財産権取引の適正な私法上の法律構成を行い，課税問題の解決を
図るべきであると確認できた。
第章と第章では，知的財産権取引をめぐる課税問題が顕在化した事件を素
材に国税不服審判所及び裁判所の判断構造を検討・評価して，知的財産権取引を
めぐる課税問題を具体的に検証した。
第章では，職務発明の対価支払請求訴訟で得た和解金が譲渡所得に該当する
か否かを争点とする裁決事例の検討を行った。特許法35条項に基づく「相当の
対価」の請求権の行使により使用者から従業者に支払われた金員は，過小評価さ
れていた特許を受ける権利の実質的価値を再評価して，その評価額に基づき権利
の譲渡対価として支払われた金員である。当該金員は所得税法33条にいう「資産
の譲渡」の対価であり，譲渡所得に該当するはずである。本件和解金が本件権利
の承継後に支払われた金員であることを重視して，本件和解金は使用料であり雑
所得に該当すると判断した本裁決を批判的に検討した。
第章では，ソフトウェアの著作権が譲渡契約前に黙示の合意によって既に譲
渡されていたかを争点とする裁判例を検討した。著作権法上では，著作物の著作
権は開発費用の負担者でなく，創作的な表現をした者に帰属する。また，登記等
により著作権の帰属者を特定するのは難しいので，著作権の譲渡の認定は，明示
の特約があったか，又はそれと等価値といえるような黙示の合意があったかとい
う基準によって判断される。租税法の適用は，まず私法上の法律構成を行い，そ
の法律関係に基づいて課税要件規定に当てはめることで行われる。著作権の帰属
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者は，私法上の法律構成の段階で著作権法に即した著作権取引の契約解釈を行う
ことで決定すべきである。本件ソフトウェアの著作権取引の適切な私法上の法律
構成によって著作権の帰属者を判断した本判決の妥当性を確認できた。
以上，第部では，我が国の知的財産権取引に対する課税の現状と問題点を指
摘した。租税法律主義の統制下では，租税法の厳格な解釈・適用がなされるべき
である。我が国では，知的財産権取引に関する租税法規定がほとんど存在しない
から，知的財産権取引では他の資産取引と同様の課税関係が構築されるはずであ
る。租税法の解釈・適用過程を通して導出された不合理な課税は，立法により是
正すべきであると問題提起した。
第部では，比較法研究のアプローチから，アメリカ租税法を検討して，知的
財産権取引をめぐる課税問題に対する解決手法を提示することを目指した。
第章では，次章以下のアメリカ租税法での知的財産権取引をめぐる課税問題
を検討する上で前提となる，連邦所得税制度の基本的仕組みを概観した。また，
単一租税法典方式を採用することで膨大な数の条文によって構成される内国歳入
法典の構造を概観するために，内国歳入法典の全体像を捉えて，知的財産権取引
をめぐる課税と関連する規定を中心に，所得税の計算構造を明らかにした。
第章では，我が国と異なり，アメリカ租税法では明確に区別して議論される
所得の「実現」と「認識」の問題を検討した。所得の意義をめぐるアメリカの重
要判例を整理した上で，取引から生じる経済的利得を，いかにして課税の対象と
なる「所得」と捉えて課税すべきかを明らかにした。
アメリカの所得の実現概念は，①課税の対象となる所得であるために必要な憲
法上の要件，②所得が実現したかとの憲法上の問題を解決するための司法上の判
断基準である「課税に適する事件」の要件（司法上の判断基準），というつの
要件（所得実現モデル）で構成される。連邦議会の立法は，実現概念を構成せず，
実現した所得を租税法上で認識するか否かという，所得の「認識」の問題（課税
所得への計上の問題）であることを明らかにした。
知的財産権取引から生じた経済的利得も同様のアプローチにより所得課税がな
される。知的財産権取引から生じた経済的利得を憲法上での課税の対象となる
「所得」と捉えるか否かは，所得実現モデルを用いて判断される。連邦議会は立
法により，所得実現モデルの判断によって課税の対象から外れる経済的利得を課
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税することができる。しかし，当該利得は，憲法上での課税の対象となる「所
得」ではなく，議会の立法によって租税法上で「認識」され（課税所得に計上さ
れ），課税されたにすぎないことを明らかにした。
第章では，アメリカ租税法での内国歳入法典1235条にいう「特許」概念をめ
ぐる議論との比較法研究から示唆を得て，特許権移転取引の対象物である特許権
及び特許を受ける権利が，所得税法33条にいう「資産」に該当するか否かの問題
に対する解決手法を提示した。
アメリカでは，発明が1235条にいう「特許」概念に含まれるか否かの具体的判
断基準として，新規性テストと非自明性テスト（特許法上における特許の取得の
基準）が用いられる。とりわけ，非自明性のテストでは，①先行技術の範囲と内
容の決定，②先行技術と問題となる特許発明との相違の明確化，③当該技術分野
の通常の知識を有する者の技術水準の確定，というつの事実認定（第一次的考
慮要素）が，商業的成功等の副次的考慮要素に優先して検討される。第一次的考
慮要素が利用できる場合には，専ら副次的考慮要素のみに基づいて検討すべきで
ないと解されており，当該発明に対する技術的検討（第一次的考慮要素の検討）
が行われた上で，副次的考慮要素の検討が行われる。
我が国の租税法では，特許権移転取引をめぐる課税上の問題に対処するための
判断基準が不明確であり（裁判例が蓄積されておらず），特許を受ける権利の譲
渡に関する法整備も不十分である。我が国の租税法律主義の統制下での租税法の
厳格な解釈・適用過程では，特許権移転取引の私法上の法律構成は，私法（特許
法）領域の議論に基づいて行われる。そうすると，アメリカ租税法との比較法研
究からは，特許を受ける権利が同法33条にいう「資産」に該当するか否かの問題
（同令82条にいう「特許権」に該当して，優遇的取扱いを受けるかの問題）は，
特許法上における特許性の判断基準を用いて，特許を受ける権利の法的性質（発
明に対する特許性の有無）を明らかにすることで解決すべきであると提案した。
第	章では，アメリカ租税法上で活発な議論が展開される，租税制度の評価基
準の一つである水平的公平による課税問題の検証の手法を用いて，我が国の知的
財産権に関する課税上の問題を検討し，さらに，今後の立法のあり方の示唆を得
た。
アメリカの水平的公平の意義をめぐる論争や，水平的公平と効率との関係性の
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検討からは，現在でも，水平的公平による租税制度の評価（問題検証）手法は有
用であることが確認できる。租税制度の評価基準としての水平的公平性の意義は，
①恣意的な差別的取扱いがないかを検証する道具となること，②他の租税制度の
評価基準である効率による評価は，水平的公平による評価との対比に基づいて行
われており，水平的公平による評価を行わずに効率のみで租税制度を評価できな
いこと，に見出される。
アメリカ租税法と比較すると，我が国の租税法は，所得税法や法人税法など本
法による知的財産権に関する立法措置をほとんど講じていない。知的財産権に関
する租税法上の取扱い規定は各施行令や通達に規定されている。また，ほとんど
の知的財産権に関する取扱い規定は，知的財産権の優遇的取扱いという政策目的
のために存在すると考えられ，知的財産権の租税法上の取扱いの法整備がなされ
ているとは言い難い。
立法の不備が存在すると，租税法実務上で，租税法の解釈・適用過程に租税行
政庁の恣意性が介入するという問題が生じる。知的財産権に関する租税法の取扱
いを一般的規定の解釈に委ねた場合には，知的財産権の特殊性に基因して，租税
法規定の解釈上の問題や，所得の法的性質の決定をめぐる問題等が生じる。租税
法の解釈・適用過程における租税行政庁の恣意性の介入を排除するためには，知
的財産権に関する課税上の問題を立法によって対処することが望まれる。
アメリカ租税法上，知的財産権の取扱い規定には水平的公平に反する状況があ
るという問題を参考にして，我が国の知的財産権に関する租税法規定を立法すべ
きである。具体的には，我が国の知的財産権に関する立法措置を講じる上では，
知的財産法の立法目的や保護態様の差異などを検証して，対等な納税者を等しく
取扱うために，いかなる規定を置くべきかを検討すべきである。対等な者を等し
く課税するという水平的公平によって租税制度を評価することで，新たな租税法
規定が水平的公平に反する状況を排除できると指摘した。
本論文は，知的財産権取引をめぐる課税問題について，アメリカ租税法との比
較法研究から示唆を得て，いかに問題解決を図るべきかを検討した。これまでの
検討の結果によれば，租税法律主義の統制下での租税法の厳格な解釈・適用過程
を堅持して，知的財産権取引をめぐる課税問題を解決すべきであること（租税法
解釈による問題解決手法）と，租税公平主義の要請を実現するために知的財産権
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取引に対する不合理な課税を是正する立法措置を講じる上では，水平的公平によ
る租税制度の評価手法を用いて，立法府の恣意性を排除して立法を行うべきであ
ること（立法による問題解決手法）を通して，問題解決を図るべきであると結論
付けることができる。
租税法は侵害規範であるところから租税法律主義の厳格な統制下に置かれる。
したがって，現行の租税法規の厳格な文理解釈により問題解決が図られるべきで
ある。そして，法解釈による解決の限界に直面した場合には，法の不備であると
ころから，立法により解決が図られるべきである。知的財産権取引をめぐる課税
問題も例外ではなく，まず現行の法解釈により解決を図り，法解釈による限界に
対して立法措置を講ずべきであることを本論文の問題設定とした。本論文では，
アメリカ租税法との比較法研究を踏まえて，我が国の知的財産権取引課税に関す
る法の不備の問題も明確に指摘することができた。法の不備を放置すれば，租税
公平主義は担保されない。この両基本原則の関係を意識して，本研究は構成され
ている。
租税法の目的は，租税正義の実現にある。租税正義は，租税法の基本原則であ
る租税公平主義と租税法律主義に基づいて日々の租税法実務や租税法行政が展開
されることにより初めて実現される。私的経済取引をめぐる新たな課税問題が生
じた場合には，租税法の両基本原則に基づいて課税問題の解決を図るという基本
的考え方を堅持すべきである。
II 審査報告
審査委員
主査 専修大学法学部 教 授 増田 英敏
副査 専修大学法学部 教 授 内藤 光博
副査 椙山女学園大学 教 授 林 仲宣
谷口智紀の課程博士学位請求論文について，平成23年10月11日の法学研究科委
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員会において審査委員会が設置された。それ以来，審査委員会は，慎重な論文審
査を行い，11月25日に，審査委員名による最終試験（口述試験）を実施した。
最終試験実施後，審査委員会は，論文審査および最終試験の結果に基づき，谷
口智紀には，博士の学位を授与される適格性が十分にあると判断したので報告す
る。
Ⅰ 学位請求論文の要旨
 本論文の目的
オンライン株式取引，金融商品取引，デリバティブ取引，そして，電子商取引
などに代表されるように，私的経済取引は多様化・複雑化している。多様化する
取引に対処するための法整備の必要性は，他の法領域と同様に租税法領域にも当
然求められている。多様な取引に対する課税問題は山積されているといってよい
であろう。
とりわけ，本論文の主題である知的財産権取引に対する課税に関しても多くの
困難な問題が提起されている。具体的には知的財産権が可視的に把握できないゆ
えに，誰が知的財産権の所有者か（知的財産権の帰属）を明らかにするには，知
的財産権の法的性質を的確に把握しなければならない。また，知的財産権には潜
在的で，予測が不可能な莫大な価値を有する可能性を秘めるという，その財産的
価値が存在するという特徴がある。知的財産権の財産的価値はそれ自体のユニー
クさ（固有性）に基因するともいえる。そうすると，知的財産権の画一的な評価
方法が確立可能か否か，そして，知的財産権の固有性を踏まえた財産的価値を評
価することは大きな問題とされる。
知的財産権の特徴に基因して，知的財産権取引特有の様々な課税問題が生じる。
例えば，特許法は，特許権の経済的利用方法として，移転，通常実施権の設定，
専用実施権の実施行為等を認めている。納税者（個人）が特許権移転取引を行っ
た場合には，移転取引によって生じる利得は，所得税法の規定する10種類の所得
区分のうち，どの所得区分に分類して課税すべきか，という問題が生じる。所得
区分は納税者の租税負担の多寡に直接影響を与えるから，租税法実務上で，知的
財産権取引に係る所得区分の問題が生じるが，この判別は困難な問題である。所
得区分の問題では，租税法規定の解釈を検討するだけでなく，私的経済取引を第
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一次的に規律している私法（知的財産法）上の議論を参考にしつつ，当該移転取
引の私法上の法律構成（契約解釈）を検討しなければならない。
本論文の第の目的は，担税力に応じた課税を求める租税公平主義と，法律に
よる課税を求める租税法律主義という二つの租税法の基本原則を検討の視点とし
て設定し，知的財産権取引をめぐる課税問題について法解釈による解決が可能か
どうかを検証することにある。第の目的は，最近の租税法実務上生じた紛争事
例を検証し，今後生じると予想されるいくつかの問題点を明らかにすることにあ
る。この検討により現行の我が国の知的財産権課税をめぐる法の不備の問題を検
証する。第の目的は，法的不備を明らかにしたうえで，比較法研究のアプロー
チ，とりわけアメリカ租税法との比較法研究から，立法論的解決にいかなる示唆
を得ることができるかを明らかにすることにある。
本論文は，以上の点の課題について解明することを目的として展開されてい
る。
 本論文の構成
本論文は第部と第部により構成されており，各章の構成は以下のとおりで
ある。
序論 本論文の目的と構成
第部 我が国の知的財産権取引に対する課税の現状と問題点
第章 知的財産権取引をめぐる課税問題──研究序説
第章 我が国における知的財産権の譲渡に対する課税の現状
第章 知的財産権取引をめぐる課税上の問題の実際Ⅰ──所得税
〜職務発明報償和解金に係る所得区分の問題〜
第章 知的財産権取引をめぐる課税上の問題の実際Ⅱ──法人税
〜ソフトウェアの著作権の帰属とその判断基準〜
第部 知的財産権取引をめぐる課税問題とアメリカ租税法
第章 内国歳入法典の関連規定の構造
第章 アメリカ合衆国における所得の実現要件
〜所得の「実現」と「認識」の関係〜
第章 特許権移転取引の譲渡所得該当性の判断の法構造をめぐる日米比較
118
〜所得税法33条と内国歳入法典1235条の比較法検討を中心に〜
第	章 アメリカ合衆国における知的財産権の開発，取得，移転の
租税法適用上の問題〜Equityの観点からの検討〜
結 論
 本論文の要旨
本論文は第部と，第部から構成されており，第部は我が国の知的財産権
取引に対する課税の現状と問題点を検討している。
第章では，我が国の知的財産権取引をめぐって，いかなる課税問題が生じる
かを検討している。租税法の適用は，まず私法上の法律構成を行い，その法律関
係を前提に課税要件規定に当てはめることで行われる。知的財産権取引に租税法
の適用する場合も通常の取引と同様の過程で租税法の適用が行われる。
ところで，知的財産権取引をめぐる課税問題は，租税法規定の解釈・適用の段
階でなく，私法上の法律構成の段階で生じることが確認できる。この私法上の法
律構成の段階で，知的財産権取引の特殊性に基因して，①租税法と私法の関係を
めぐる問題，②知的財産権の帰属をめぐる問題，③知的財産権の評価をめぐる問
題が具体的に生じる。
①の問題は，知的財産権取引の適正な私法上の法律構成はいかにあるべきかと
いう問題である。知的財産権取引の私法上の法律構成は，当該取引を統制する知
的財産法を踏まえて行われなければならない。知的財産法の立法目的を契約解釈
にいかに反映すべきかが問題となることを指摘している。②の問題は知的財産権
の帰属判定の困難性に基因している。実質帰属者課税の原則の下，課税は形式で
はなく実質に即して行われるが，目に見えない知的財産権の実質的な帰属者をい
かに認定すべきかが問題となると指摘している。③の問題は知的財産権の合理的
な評価算定方法をいかに確立すべきか，という問題である。知的財産権の固有性
を評価に反映しつつも，評価に合理性，客観性をいかにもたせるかが課題となる
と指摘している。
第章では，我が国の知的財産権に対する課税の現状を整理する上で譲渡所得
課税の問題を取り上げ，その基本的問題である①所得税法33条にいう「資産の譲
渡」の範囲（譲渡所得該当性），②「取得費」の範囲，③「譲渡費用」の範囲を
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検討し，個別的問題として④課税繰延の問題，⑤譲渡損失の問題を検討している。
我が国には知的財産権の譲渡に関する課税上の取扱い規定はほとんど存在しな
いから，知的財産権の譲渡は他の資産の譲渡と同様に取扱われる。他の資産取引
にも適用される租税法規定を知的財産権取引に当てはめる場合には，他の取引と
同様の課税問題が生じる。例えば，知的財産権取引が所得税法33条にいう「資産
の譲渡」に含まれるか否かなどの課税問題が生じる。すなわち，特許権を譲渡す
る際に，知的財産権特有の問題が生じても，その特有性に着目した税法規定が存
在しないために，課税庁の裁量に現行の通達などを準用して対処するといった問
題が生じる。
租税法律主義の厳格な統制下では課税要件規定の拡大・縮小解釈は許されない。
このため，知的財産権取引の適正な私法上の法律構成を行うことで生じた課税上
の不合理な取扱いの是正は立法により対処すべきである。課税上の合理的な取扱
いを達成するために，租税法規定の解釈を歪めることや，租税法独自の私法上の
法律構成を行うことは租税法律主義の視点から批判されるべきであると指摘して
いる。
第章と第章では，知的財産権取引をめぐる課税問題が顕在化した事件での
国税不服審判所及び裁判所の判断構造を検討・評価して，知的財産権取引をめぐ
る課税問題を具体的に検証している。
第章では，職務発明の対価支払請求訴訟で得た和解金が譲渡所得に該当する
か否かを争点とする裁決事例の検討を行っている。
本裁決は，特許を受ける権利を承継した際に一時に支払われる対価は，所得税
法33条にいう「資産の譲渡」の対価として譲渡所得に該当するが，当該権利を承
継した後に支払われる対価は使用料の性質を有しているので雑所得に該当する，
という承継の時点を基準に特許を受ける権利に係る対価の所得区分の判断基準を
明らかにしたものである。
しかし，特許法35条項に基づく「相当の対価」の請求権の行使により使用者
から従業者に支払われた金員は，過小評価されていた特許を受ける権利の実質的
価値を再評価して，その評価額に基づき権利の譲渡対価として支払われた金員で
ある。当該金員は所得税法33条にいう「資産の譲渡」の対価であり，譲渡所得に
該当するはずである。
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本件権利の承継後に支払われた金員であることを重視して，本件和解金は使用
料であり雑所得に該当すると判断した本裁決を批判的に検討した。本章では，承
継の時点という形式的基準ではなく，知的財産権取引で生じた金員の法的性質を
明らかにした上で，所得区分を判断すべきであることを指摘している。
第章では，ソフトウェアの著作権が譲渡契約前に黙示の合意によって既に譲
渡されていたかを争点とする裁判例を検討している。
本判決は，システム開発委託業務契約が締結されている場合には，著作権がシ
ステム開発受託者に帰属するとの基準を明らかにした上で，システム開発受託者
からシステム開発委託者への当該著作権の譲渡には，明示の特約か，又はそれと
等価値といえるような黙示の合意などの特段の事情が必要であるとの基準を示し
た。その上で，本件ソフトウェアの著作権は Aに原始的に帰属しており，当該
著作権の Bへの譲渡について明示の特約がなかったこと，本件ソフトウェアの
黙示的な譲渡があったという特段の事情もなかったことを認定して，本件譲渡契
約前まで，本件ソフトウェアの著作権は Aに帰属していたと判断した。
著作権法上では，著作物の著作権は開発費用の負担者でなく，創作的な表現を
した者に帰属する。また，登記等により著作権の帰属者を特定するのは難しいの
で，著作権の譲渡の認定は，明示の特約があったか，又はそれと等価値といえる
ような黙示の合意があったかという基準によって判断される。
前述したように，租税法の適用は，まず私法上の法律構成を行い，その法律関
係に基づいて課税要件規定に当てはめることで行われる。著作権の帰属者は，私
法上の法律構成の段階で著作権法に即した著作権取引の契約解釈を行うことで決
定すべきである。本章では，本件ソフトウェアの著作権取引の適切な私法上の法
律構成によって著作権の帰属者を判断した本判決の妥当性が確認されている。
以上，第部では，我が国の知的財産権取引に対する課税の現状と問題点を指
摘している。租税法律主義の統制下では，租税法の厳格な解釈・適用がなされる
べきである。我が国では，知的財産権取引に関する租税法規定がほとんど存在し
ないから，知的財産権取引では他の資産取引と同様の課税関係が構築されるはず
である。租税法の解釈・適用過程を通して導出された不合理な課税は立法により
是正すべきであるとの問題提起をしている。
第部では，比較法研究のアプローチから，アメリカ租税法を検討して，知的
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財産権取引をめぐる課税問題に対する解決手法を提示することを目指したもので
ある。
まず，第章では，次章以下のアメリカ租税法での知的財産権取引をめぐる課
税問題を検討する上で前提となる連邦所得税制度の基本的仕組みを概観している。
また，単一租税法典方式を採用することで膨大な数の条文によって構成される内
国歳入法典の構造を概観するために，内国歳入法典の全体像を捉えて，知的財産
権取引をめぐる課税と関連する規定を中心に，所得税の計算構造を明らかにして
いる。
所得税の計算構造を概観すると，各年度の納税者の連邦所得税額は課税ベース
に税率を適用することによって算出される。課税ベースは「課税所得」を意味し
ており，この課税所得は総所得から内国歳入法典上認められる「控除」を差し引
いて算定される。一定の制定法上の「税額控除」を認められる場合には，課税所
得に税率を適用して算出された税額から直接に控除額（税額控除）を差し引いて
最終的な所得税額を算出する。
総所得の決定（第ステップ），控除の決定（第ステップ），課税所得の算定
（第ステップ），税率の適用（第ステップ），税額控除（第ステップ）の
つのステップを経て税額が算出されることが確認された。
第章では，我が国ではあまり明確に区別して議論されない所得の「実現」と
「認識」をめぐるアメリカ租税法上の問題を検討している。所得の意義をめぐる
アメリカの重要判例を整理した上で，取引から生じる経済的利得を，いかにして
課税の対象となる「所得」と捉えて課税すべきかを明らかにしたとされる。
アメリカでは所得の実現の問題を憲法上の問題として捉えている。重要判例を
確認すると，アメリカの所得の実現概念は，①課税の対象となる所得であるため
に必要な憲法上の要件，②所得が実現したかとの憲法上の問題を解決するための
司法上の判断基準である「課税に適する事件」の要件（司法上の判断基準），と
いうつの要件（所得実現モデル）で構成されることが確認できる。このうち②
の要件は，憲法上の要請ではなく司法上の判断基準である。このため，憲法によ
り最大限の課税権限の行使を認められる連邦議会の立法は，②の要件に優先する。
実現概念は連邦議会の立法によって変容しないといえるとしている。
連邦議会の立法は，実現概念を構成せず，実現した所得を租税法上で認識する
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か否かという，所得の「認識」の問題（課税所得への計上の問題）であることが
確認できたとしている。
知的財産権取引から生じた経済的利得を課税の対象となる「所得」と捉えて課
税する場合にも同様のアプローチが用いられる。知的財産権取引から生じた経済
的利得を「所得」と捉えるか否かは，所得実現モデルを用いて判断される。所得
実現モデルで課税の対象から外れる経済的利得を連邦議会の立法で課税すること
は可能であるとしている。しかし，当該利得は，憲法上での課税の対象となる
「所得」ではなく，議会の立法によって租税法上で「認識」され（課税所得に計
上され），課税されたにすぎないと指摘している。
第章では，アメリカ租税法での内国歳入法典1235条にいう「特許」概念をめ
ぐる議論との比較法研究から示唆を得て，特許権移転取引の対象物である特許権
及び特許を受ける権利が，所得税法33条にいう「資産」に該当するか否かの問題
に対する解決手法を提示したとしている。
アメリカでは，発明が1235条にいう「特許」概念に含まれるか否かの具体的判
断基準として，新規性テストと非自明性テスト（特許法上における特許の取得の
基準）が用いられる。とりわけ，非自明性のテストでは，①先行技術の範囲と内
容の決定，②先行技術と問題となる特許発明との相違の明確化，③当該技術分野
の通常の知識を有する者の技術水準の確定，というつの事実認定（第一次的考
慮要素）が，商業的成功等の副次的考慮要素に優先して検討される。第一次的考
慮要素が利用できる場合には，専ら副次的考慮要素のみに基づいて検討すべきで
ないと解されており，当該発明に対する技術的検討（第一次的考慮要素の検討）
が行われた上で，副次的考慮要素の検討が行われる。
我が国の租税法では，特許権移転取引をめぐる課税上の問題に対処するための
判断基準が不明確であり（裁判例が蓄積されておらず），特許を受ける権利の譲
渡に関する法整備も不十分である。我が国の租税法の解釈・適用過程は租税法律
主義の統制下に置かれており，特許権移転取引の私法上の法律構成は，私法（特
許法）領域の議論に基づいて行われるとしている。
そうすると，アメリカ租税法との比較法研究からは，特許を受ける権利が同法
33条にいう「資産」に該当するか否かの問題（同令82条にいう「特許権」に該当
して，優遇的取扱いを受けるかの問題）は，特許法上における特許性の判断基準
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を用いて，特許を受ける権利の法的性質（発明に対する特許性の有無）を明らか
にすることで解決すべきであると提案している。
第	章では，アメリカ租税法上で活発な議論が展開される租税制度の評価基準
の一つである水平的公平による課税問題の検証の手法を用いて，我が国の知的財
産権に関する課税上の問題を検討した上で，今後の立法のあり方の示唆を得たと
される。
アメリカの水平的公平の意義をめぐる論争や，水平的公平と効率との関係性の
検討からは，現在でも，水平的公平による租税制度の評価（問題検証）手法は有
用であることが確認できるとしている。租税制度の評価基準としての水平的公平
性の意義は，①恣意的な差別的取扱いがないかを検証する道具となること，②他
の租税制度の評価基準である効率による評価は，水平的公平による評価との対比
に基づいて行われており，水平的公平による評価を行わずに，効率のみで租税制
度を評価できないこと，にあるとしている。
 本論文の結論
本論文は，活発化しつつある我が国の知的財産権取引に対する課税上の取扱い
をめぐる税法規定の整備が遅れていることから生じる問題点を，代表的裁判例及
び裁決事例を素材に検証し，そのうえでアメリカ租税法との比較法研究から我が
国の立法的整備上の示唆を得ることを主たる目的としている。
本論文では，租税法律主義の下では，租税法の厳格な解釈・適用過程において
同原則の要請が堅持されるべきであり，知的財産権取引をめぐる課税問題も明確
な租税法規の下で解決されるべきであること（租税法解釈による問題解決手法）
と，租税公平主義の要請を実現するために知的財産権取引に対する不合理な課税
を是正する立法措置を講じる必要があるゆえに，租税公平主義の内容である水平
的公平の視点から知的財産権課税立法はなされるべきであり，立法府の恣意性を
排除して立法政策が取り入れられるべきであること（立法による問題解決手法）
を通して，租税法の二つの基本原則を尊重した問題解決を図るべきであることを
結論付けている。この点を本論文の主たる結論としている。
アメリカ租税法は，知的財産権取引の特殊性に対応した詳細な規定を用意し，
納税者の予測可能性の確保に意を用いているし，一方で，水平的公平の視点から
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もその批判に耐えうる立法措置を講じていることが確認できたとされ，我が国の
法整備に有益な示唆が得られたことも結論として指摘している。
Ⅱ 本論文の評価
本論文の中心的問題意識は，知的財産権が，ほかの私法上の権利とは区別され
るべき特有の性質をもっているにもかかわらず，それに対応すべき税法の規定が
用意されていないために，課税庁の裁量や通達により，もしくは現行の関連法規
の準用または拡大解釈により課税上の処理が行われている現状は，課税庁の恣意
的課税の温床となりかねず，納税者の予測可能性の確保を要請する租税法律主義
を軽視する結果をもたらすものであり，看過できないという点にある。具体的に
は特許権や著作権などの知的財産権が誰に帰属するのか（誰に課税するか），ど
の時点で課税すべきか（課税のタイミングの問題），その経済的価値はいくらか
（財産価値の評価の問題）について，知的財産権特有の法的性質を踏まえた租税
法の規定が用意されていないと，この知的財産権課税については，課税庁の専権
事項とされ，納税者が確保されるべき権利である課税関係の予測可能性や法的安
定性の確保が危うくなる，という問題意識の下に法整備が行われるべきであり，
その法整備の具体的な準備作業としてアメリカ租税法の知的財産権取り扱いの法
的構造を検証し，我が国の法整備に示唆を得るというところに本論文の目的があ
ったとされる。この目的は以下の通り十分に達せられていると評価できる。
第部の我が国の現状分析の手法は，注目裁判例及び裁決事例を素材に知的財
産権課税をめぐる問題点を明確に検証しており，説得的であると評価できる。と
りわけ，問題点の検証の視点を，租税法の基本原則の中核とされる租税法律主義
に求め，租税法律主義の機能である納税者の予測可能性と法的安定性が確保され
るのかという視点から批判的検討がなされており，その問題意識は本論において
十分に展開されており，問題の所在は明確にされている。
次いで第部のアメリカ租税法の比較研究についても次のような展開がなされ
ている。詳細な内容については本論のとおりであるが，第章では，次章以下の
アメリカ租税法における知的財産権取引をめぐる課税問題を検討する上で前提と
なる連邦所得税制度の基本的仕組みを概観したうえで，知的財産権取引をめぐる
課税に関連する規定を中心に，要領よくアメリカ所得税の計算構造を明らかにし
知的財産権取引と課税問題 125
ている。
そのうえで，第章においてこれまで，我が国の租税法学界では紹介されてい
ない所得の「実現」と「認識」をめぐるアメリカ租税法上の問題を詳細に検討し
ている点は本論文の学術的価値を評価するうえで特筆されるべきである。
所得の意義をめぐるアメリカの重要判例を整理した上で，取引から生じる経済
的利得を，いかにして課税の対象となる「所得」と捉えて課税すべきかを明らか
にしているが，とりわけ，重要判例を詳細に整理し，判例の展開からアメリカの
所得の実現概念は，①課税の対象となる所得であるために必要な憲法上の要件，
②所得が実現したかとの憲法上の問題を解決するための司法上の判断基準である
「課税に適する事件」の要件（司法上の判断基準），というつの要件（所得実現
モデル）で構成されることを確認し，このうち②の要件は，憲法上の要請ではな
く司法上の判断基準であり，憲法により最大限の課税権限の行使を認められる連
邦議会の立法は②の要件に優先するとして，実現概念は連邦議会の立法によって
変容しないことを確認していることは，アメリカ租税法研究の視点からも興味深
い指摘であるといえよう。
また，第章では，アメリカ租税法を体系的法典である内国歳入法典1235条に
いう「特許」概念をめぐる議論を比較法研究の視点から分析し，特許権移転取引
の対象物である特許権及び特許を受ける権利が，所得税法33条にいう「資産」に
該当するか否かの問題に対する解決手法を次のように明確にしている。
すなわち，アメリカでは，発明が1235条にいう「特許」概念に含まれるか否か
の具体的判断基準として，新規性テストと非自明性テスト（特許法上における特
許の取得の基準）が用いられ，とりわけ，非自明性のテストでは，①先行技術の
範囲と内容の決定，②先行技術と問題となる特許発明との相違の明確化，③当該
技術分野の通常の知識を有する者の技術水準の確定，というつの事実認定（第
一次的考慮要素）が，商業的成功等の副次的考慮要素に優先して検討されている。
第一次的考慮要素が利用できる場合には，専ら副次的考慮要素のみに基づいて検
討すべきでないと解されており，当該発明に対する技術的検討（第一次的考慮要
素の検討）が行われた上で，副次的考慮要素の検討が行われることを指摘してお
りきわめて興味深い指摘がなされている。
以上のアメリカ租税法の分析を通じて，アメリカ租税法と比較すると，我が国
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の租税法は所得税法や法人税法など本法による知的財産権の法的整備がなされて
おらず，これは租税法律主義の視点から看過できないとしている。
このような，知的財産権課税に関する法の不備を放置した場合には，租税法の
解釈・適用過程に租税行政庁の恣意性が介入するという問題が生じることを指摘
している。
また，知的財産権に関する租税法の取扱いを一般的規定の解釈に委ねた場合に
は，知的財産権の特殊性に基因して，租税法規定の解釈上の問題や，所得の法的
性質の決定をめぐる問題等が生じることを指摘し，租税法の解釈・適用過程にお
ける租税行政庁の恣意性の介入を排除するためには，知的財産権に関する課税上
の問題に対する速やかな立法対応が望まれるとの結論を導出しており，その主張
は論理的であり，骨太の議論を展開しているといえよう。
さらに，我が国の知的財産権に関する租税法規定を立法する上では，アメリカ
租税法上での知的財産権の取扱い規定をめぐる水平的公平違反の問題を参考にす
べきであるとしている。具体的には，我が国の知的財産権に関する立法措置を講
じる上では，知的財産法の立法目的や保護態様の差異などを検証し，対等な納税
者を等しく取扱うためにいかなる規定を置くべきかを立法段階で検討すべきであ
るとされ，対等な者を等しく課税するという水平的公平によって租税制度を評価
することを通して，新たな租税法規定の適用が水平的公平に反するという状況を
排除できると指摘している。
租税法における問題の本質は，歳入の確保のために租税負担の極大化を望む租
税行政庁と租税負担の極小化を望む納税者の対立にある。この両者の対立は，公
平な課税が行われるべきであるという租税公平主義（多くの場合は租税行政庁が
主張する）と，法律に基づく課税が行われるべきであるという租税法律主義（多
くの場合は納税者が主張する）の対立として現れ，租税回避行為の否認をめぐる
問題に見られるように，両基本原則の相克の問題が顕在化されるという，租税法
をめぐる本質的問題に言及している。
両基本原則の相克の問題は，課税の公平を担保する租税法規定が存在しないと
いう租税法の不備に基因している。そうすると，知的財産権取引に関する租税法
規定がほとんど存在しないという現在の我が国の法制度の下においては，知的財
産権取引をめぐる課税問題で課税庁の恣意的課税が横行するという問題が生じる
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ことが予想できる。本論文の検討を通して明らかになった知的財産権取引をめぐ
る課税上の問題点について，速やかに立法措置を講ずべきであるとの主張は問題
の核心をついた妥当なものといえよう。
さらに，本論文では，租税公平主義と租税法律主義の両者の関係を以下のよう
に理解して論理が展開されており興味深い。
租税法律主義の統制下では租税法の厳格な解釈・適用がなされるべきである。
課税の公平（担税力に応じた課税）という租税公平主義の要請は立法過程を通し
て実現すべきである。租税公平主義による立法過程の法的統制，租税法律主義に
よる租税法の解釈・適用過程（執行過程）の法的統制を通して，租税法の目的で
ある租税正義は実現される。とりわけ，租税公平主義の要請を実現する租税法の
立法過程，租税法律主義の統制下での租税法の厳格な解釈・適用過程，さらに，
租税法の解釈・適用の結果生じた不合理な課税を是正する新たな立法，という
つのステップを通して，租税法の究極の目的である租税正義の実現は図られる。
租税法の基本原則である租税公平主義と租税法律主義の関係を以上のように理
解すると，租税行政庁と納税者（納税者の代理人である税理士）の対立の構図は，
租税法の両基本原則に基づいて租税法体系を検討・評価して課税問題の解決を図
ることにより解消されるはずである。また，租税法の両基本原則の関係を以上の
ように位置付けることで，租税行政庁による恣意的課税を排除して，強力な権限
をもつ租税行政庁と納税者（税理士）とのパワーバランスの均衡を保つことがで
きる。租税法実務上で生じる課税上の問題をめぐる紛争を未然に防止することも
できるのである。
租税法は侵害規範であるところから租税法律主義の厳格な統制下に置かれる。
したがって，現行の租税法規の厳格な文理解釈により問題解決が図られるべきで
ある。そして，法解釈による解決の限界に直面した場合には，法の不備であると
ころから，立法により解決が図られるべきである。知的財産権取引をめぐる課税
問題も例外ではなく，まず現行の法解釈により解決を図り，法解釈による限界に
対して立法措置を講ずべきであることを本論文は明確にしたものと評価できよう。
以上のとおり，本論文は知的財産権取引をめぐる課税問題という新しい未開拓
の分野に果敢に挑んだ労作として高く評価できる。また，本論文では，知的財産
権の帰属の問題，所得区分の問題，そして，課税のタイミングの問題について具
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体的に問題検証が行われており，その論理展開も整理され整合性が確保されてお
り，説得力を持つ強固な主張が展開されている。さらに，租税法はもとより知的
財産権法を中心とした関連文献の渉猟も十分に行われており，アメリカ租税法に
関する基本文献も丹念に検証され，判例にも十分な検討がなされている。筆者の
研究の姿勢が真摯であることをうかがわせるものといえる内容であった。
審査員は一致して本論文が課程博士論文として評価できるとの結論に達したこ
とを報告する。
最後に，本論文にも以下のとおり今後の研究課題とされるべき点もあることを
指摘しておきたい。
まず，知的財産権取引は第次的には私法上の法律関係に基づいて律せられて
いるはずであるから，所得の帰属や課税のタイミングの問題は私法上の法律関係
により確定されるのであり，借地権課税等の問題と同列に扱える問題ではないの
かという疑問が生じる。にもかかわらず，なぜ，とりわけ知的財産権課税の問題
について法整備が必要であるのかについてさらに説得力のある根拠が提示される
べきであるという点が課題として残されている。
次に，アメリカ租税法，とりわけアメリカでは法人税法と所得税法の区別はな
されておらず，我が国の所得税法では事業所得や給与所得といった所得区分制度
が導入されているが，アメリカでは所得区分制度は採用されていない。さらには，
判例法体系をとるアメリカと成文法主義をとる我が国では根本的に大きな差異が
存在するが，その差異を十分に考慮せずにアメリカ租税法が我が国の法整備に示
唆を与えるものであるといえるのか否かは疑問の残るところである。
また，ギリシヤ危機に端を発した EU財政問題が我が国に大きな影響を与えて
いるが，これはアメリカの法制度に合わせれば我が国の問題が解消されるとは言
えないことの証左である。ドイツやフランスといった EU諸国が知的財産権課税
にいかなる取り組みをしているかについても研究対象を広げざるを得ない。すな
わち，比較法研究の間口をアメリカだけではなく EU諸国にも広げる研究努力が
今後の課題として残されているといえよう。
このような課題が残されてはいるが，これらの課題があるにしても本論文の評
価は揺るぎないものであることを付言しておく。
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